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要旨： 

本稿は、企業間連携に関する Ranjay Gulati が‘Alliances and Networks,’Strategic Management 

Journal, Vol.19, PP.293-317(1998)で論じた企業間連携の研究パースペクティブの問題提起につ

いて論じるものである。まず、上記の論文に基づいて、ダイアド視点とネットワーク視点の概念的

違いを整理し、二つの違いがもたらす連携研究の着眼点と考察の違いを明らかにする。 

経営組織論の研究では、従来、企業間連携の分析に際して、ネットワーク視点の研究が十分に行

われてこなかった。本稿では、Gulati 論文の内容を紹介する形で、埋め込み理論を企業間連携論に

適用する際の、関係的埋め込み（ダイアド視点）と構造的埋め込み（ネットワーク視点）の区分に

ついて述べる。そして、従来の研究を基本的には Gulati 論文に従いながら、筆者なりの整理も加

えて、ダイアド視点とネットワーク視点で分類し、その研究視点の相違について論じる。 

本稿は、上記の Gulati 論文の整理であると同時に、筆者なりの観点に基づくその内容の再構成

となっている。 
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１．はじめに 

現在、多くの企業では様々な意図・目的の下に、企業間の連携が実施されている。本稿は、企業間連携に

関する Ranjay  Gulati が‘Allianceｓ and Networks’ Strategic Management Journal, Vol.19, 

PP.293-317(1998)で取り扱った企業間連携の研究パースペクティブの問題提起について論じるものである。

まず、上記の論文に基づいて、ダイアド視点とネットワーク視点の概念的違いを整理し、二つの違いがもた

らす連携研究の着眼点と考察の違いを明らかにする 1)。本稿は、Gulati 論文の整理であると同時に、筆者な

りの観点に基づくその内容の再構成となっている。なお、本稿で Gulati 論文と呼んでいるものは、上記の

論文のことであり、それ以外の Gulati の論文についてはそれぞれの発表年度を付して引用する。 

本稿は、図１のような構造で議論が行なわれる。 

図１．本稿の構造

ふたつの「埋め込み」
概念の対比：

ダイアド視点　vs.

ネットワーク視点

「企業の戦略的連携」
の５つの研究領域の確認

各研究領域における
「埋め込み」が与える影響についての
視点による着眼・考察の相違の提示

 

２．戦略的連携とは 

本稿では、企業間の戦略的連携を Gulati に従い「製品、技術、サービスの交換・共有・共同開発に関与

する企業間の自主的な取り決め」と定義する。以上の定義をした上で、企業活動における戦略的連携の概念

を明確にするためにさらに「取引」、「連携」、「戦略的連携」の関係をもう少し詳しく見ておく必要がある。

ここで、企業間の取引とは「製品、技術、サービスの交換」のことであり、「連携」とは「取引企業間の取

引に関連した長期的な取り決め」のことである。戦略的連携とは「連携主体の長期的競争優位構築のために

行われる長期的な取り決め」という含意を持つ。ここで長期的という意味は複数の時点の取引に関係するこ

とを意味する。 

連携に関係する企業行動の重要な側面を戦略的見地から理解するためには、個別の連携をクロスセッショ

ンで見るだけでは不十分であり、連携における因果的連鎖の順序を見ることが必要である。 
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図２．　取引、連携、戦略的連携の関係

戦略的
連携

取引

連携

取引：諸製品、諸技術、諸サー
ビスの交換

連携：取引企業間の取引に関
連した長期的な取り決め

戦略的連携：
連携主体の長期的競争優位
構築のために行われる長期
的な取り決め

（注）長期：複数の時点の取引に関係する

 

２－１．戦略的連携のリサーチクエスチョン 

Gulati 論文は、戦略的提携の五つの研究領域（連携の形成、連携のガバナンス、連携とネットワークの進

化、連携のパフォーマンス、連携に参入する企業のパフォーマンス）に関するリサーチクエスチョンとして、

以下の項目をあげている。本稿は、Gulati 論文にしたがって、これらのリサーチクエスチョンについて連

携研究の二つの視点（ダイアド視点とネットワーク視点）の違いについて論じるものである。 

（１）連携の形成 

①どの企業が連携に参入するのか？ 

②企業は、誰をパートナーとして選ぶか？ 

（２）連携のガバナンス 

①どの事前の要因がガバナンス構造の選択に影響するのか？ 

（３）連携とネットワークの進化 

①どの事前の要因と進化的なプロセスが個々の連携とネットワークの発展に影響を及ぼすのか？ 

（４）連携のパフォーマンス 

①連携のパフォーマンスはどのように測定されるべきか？ 

②どのような要因が連携のパフォーマンスに影響するか？ 

（５）連携に参入する企業のパフォーマンス 

①企業は連携から社会的、経済的ベネフィットを受け取っているか？ 

 

３．連携研究の二つの視点 

Gulati の研究の基本発想は、「企業活動は、企業活動が埋め込まれている社会的コンテキストによって、

機会と制約を受けている」というものである。ここで、企業が埋め込まれている社会的コンテキストは、複

数の要素の全体的配列であるといえる。その要素とは、大まかには、構造的、認知的、制度的、文化的な要

素として分類されうる。このうち、構造的コンテキストは、「経済的主体者」が埋め込まれる複数のソーシ
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ャルネットワークの意義に焦点を当てたものである。Gulati 論文は、この構造的コンテキスト＝ソーシャ

ルネットワークの視点が企業連携の研究に与える新しい研究視点について議論したものである。 

Gulati 論文を理解するためには、まず、最初に、「埋め込み理論」について検討する必要がある。企業活

動が社会的コンテキストに埋め込まれているとする「埋め込み理論」では、企業は、自社が埋め込まれた社

会的、専門的かつ交換のネットワークのなかで他の組織化された主体者たちと関係を結ぶとされる。分析さ

れる行動と制度は進行中の社会関係に拘束されているので、行動や制度が社会関係から独立していると解釈

するのは重大な誤解である。行為者の目的的行為の試みは、具体的で、進行する社会関係に埋め込まれてい

るのである（Granovetter,1985）と考えるのが「埋め込み理論」である。ソーシャルネットワークは、人間

間のネットワークとして議論されてきたが、組織や組織相互間のネットワークにも容易に拡大することがで

きる（Gulati, 1995a）ものであり、戦略的連携の分析にも適用することができると、Gulati 論文は考える。 

ソーシャルネットワークを考察するパースペクティブには、オープンシステムパースペクティブとネット

ワークパースペクティブの二つの重要なパースペクティブが存在するとされる。オープンシステムパースペ

クティブとは、他の社会的行動の形態と同様に、経済的行動は関係性のソーシャルネットワークの中に埋め

込まれているという事実を強調するパースペクティブである。ネットワークのなかに埋め込まれているとい

うことは、経済主体者が他者との交換関係を持つということを意味する。例えば、「人々」として定義され

るソーシャルネット－ワークは、特定のタイプの複数の社会的関係性である友情によって結合していること

になる。 

一方、ネットワークパースペクティブは、経済的行動はそれが埋め込まれている社会的コンテキストによ

って影響をうけると同時に、その経済的行動はソーシャルネットワークにおける主体者のポジションによっ

て影響をうける可能性があるという考えに依拠しているとするパースペクティブである。すなわち、ネット

ワークパースペクティブは、オープンシステムパースペクティブに「主体者のポジション」の影響の観点を

加えたものである。 

図３．ネットワークパースペクティブの概念図

主体者のポジション

社会的コンテキスト

◎
○

●

主体者の経済的行動

　　　　主体者のポジションによる影響

　　　　社会的コンテキストからの影響

◎　主体者　○　他者　●　他者（結節点）

　　　　紐帯　

　　　　　社会的コンテキスト

 

二つのパースペクティブに立脚したネットワーク論による企業の見方は、「企業は単独で活動する自律的

主体者ではなく、企業が埋め込まれた社会的で専門的かつ交換をおこなうネットワークのなかで他の組織化
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された主体者達と関係を結ぶ主体者である」と考えることになる。そして、企業は埋め込まれたネット－ク

が与える機会と制約を受け、他の主体者と関係する。また、不確実性を減少させるための情報探索は、埋め

込みの前提になっているものであり、その探索は、組織行動の複数のメインドライバー（動因）の一つとし

て確認されている（Granovetter,1985）。 

 

３－１．関係的埋め込みと構造的埋め込み-ダイアド視点とネットワーク視点の違い 

前節で論じた埋め込みには、関係的埋め込み(relational embeddedness)と構造的埋め込み（structural 

embeddedness）の二つの埋め込み概念があると Gulati 論文は指摘する。Gulati 論文に従い、本稿では、「関

係的埋め込み」を、「直接のつながりの埋め込みである」と理解する。関係的埋め込みの形成プロセスは、

互いに強く結びついた主体者たちが、強くて社会化された関係のなかで複数の意見を議論する結果として、

ある行動の適用可能性(utility)について共通の理解をもつに至る状況と考えられる。そして、その理解の

発展が逆に関係者の行為に影響する。凝集性の高い結びつきをした主体者たちは、お互いの行動を真似しよ

うとするプロセスをたどることになる。このプロセスのなかで凝集性は、主体者たちの間の不確実性を減少

し、信頼を促進する情報をもたらす社会的な結びつきのキャパシティと見なすことができる（Granovetter , 

1973）。それ故、凝集性のある結びつきは、パートナーたちの能力(capability)と信頼性(reliability)につ

いての情報の独自な源を作り出すことになる。 

一方、「構造的埋め込み」は、「つながりのある主体がつながっている相手も含めた「広義のつながり」へ

の埋め込み」と理解される。構造的埋め込みは、そのネットワークの全構造のなかで占めているある組織の

ポジションが持つ情報の役割について焦点を当てる。構造的埋め込みにおいては、分析フレーム（frame of 

reference）は、一対（dyad：ダイアド）からシステムへとシフトすることになる。ネットワーク分析にお

いて、その構造のなかにおいて、ある主体者が占めるポジションは、このネットワーク内でその主体者が他

者と関係するパターンにおける一つの機能である。つまり、それぞれのポジションが果たす機能の結びつき

がネットワークのパターンを形成することになる。Gulati 論文が主張する関係的埋め込みと構造的埋め込

みの違いを筆者なりに再構成してまとめると、以下の表のようになる。 

ダイアド（１対１）視点

主体者たちの間の不確実
性を減少し、信頼を促進す
る情報をもたらす

互いに強く結びついた主体
者たちは、直接のコミュニケー
ションを通じて、行動の適用
可能性utilityについて共有
された理解を発展させる

直接のつながりへの埋め込
み

関係的埋め込み

主体者間の直接のコミュニ
ケーションではなく、情報と
評判の効果＝つながりの
影響の間接的な経路が行

動に影響する

埋め込みが影響を与える
経路

つながりのある主体がつな
がっている相手も含めた
「広義のつながり」への埋め
込み

定義

一人の共通のパートナーと
結びついた組織はそのパー
トナーから他者についての
信頼できる情報を利用する
ことができる

埋め込みの効果

ネットワーク視点分析の視点

構造的埋め込み

表１．関係的埋め込みと構造的埋め込みの比較
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従来の連携分析のほとんどが、関係的埋め込み（ダイアド視点）に立つものであり、構造的埋め込み（ネ

ットワーク視点）に立つ分析視点による研究はほとんどなされてこなかった。しかし、ネットワーク理論に

立てば、単一の関係（二つの企業間）ではなく、分析対象の企業のネットワーク全体の関係をできるだけ最

適化することによる戦略的な利益を考慮することが重要である。つまり、企業が埋め込まれている戦略的ネ

ットワークによる影響が重要であり、この点に気づくことが、企業の戦略と業績の理解を促す中心的課題と

なる。そのため、最近になってようやく企業の戦略と組織論の研究で、この構造的埋め込みの重要性が認識

され、構造的埋め込みの分析視点の重要性が論じはじめられている 2)。 

ネットワーク理論では、ソーシャルネットワークの「連携の形成」への影響が考慮される。企業は、ソー

シャルネットワークを形成する社会的、経済的関係を有する一連の他の企業と広い範囲にわたり、相互関係

を形成することが可能である。相互関係を形成することにより、複数の戦略的連携では、一つの連携に入る

ことが戦略的行動を形成し、そしてその蓄積が、ソーシャルネットワークを作り出すことになる。つまり、

Gulati 論文によれば、連携は、それを内生的かつ外生的要因に分けて研究することが可能であるというこ

とになる。前者の内生的要因としての連携は、連携の形成に対するソーシャルネットワークの影響を調べる

ことによって分析することができる。一方、後者の外生的要因としての連携は、蓄積された連携によって生

じるソーシャルネットワークの効果を考えることによって査定することができる。Gulati 論文の「内生」

と「外生」の違いを筆者なりに図示すると図４のようになる。 

図４．内生的要因と外生的要因

企業行動
としての連携

ソーシャルネットワーク
としての連携

企業

成果

ソーシャルネットワーク

内生的要因としての連携

影響をどう受けるか どういう効果をえられるか

外生的要因としての連携

モデルの中で連携の内容が変化する モデルの中で連携の内容が変化しない

 
ネットワーク視点に立ち、内生的および外生的要因を考慮することにより、連携の研究が企業行動に与え

る意義は次のように明確になる。つまり、時間をおってある連携ネットワークの発展を研究することは、企

業によって形成される複数の連携が、将来において企業を行動の経路依存性にロックする程度を分析するこ

とになる。このことの規範的な意味は、企業は、一旦、連携ネットワークのダイナミクスを理解すれば、経

路依存的になってしまうことよりも経路創造戦略を選択してもよいということを意味する。なぜなら、企業

は将来において望ましいその企業の連携のネットワーク構造を明示化することができ、現在の連携戦略を将

来像から振り返って定義することができるからである。 
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同様に連携のパフォーマンスの研究についても、どのように連携はパートナーとなっている企業のパフォ

ーマンスに影響するかを研究するために同じように（内生的と外生的の）二つのアプローチが可能である。

内生的要因としての連携の内容は、ソーシャルキャピタル（企業が埋め込まれた社会関係）の利益が、それ

が提供する情報へのアクセスと潜在的な制御利益（control benefits）として、企業に生じ、この情報は強

力な触媒機能を果たし、企業が持っている財務的、人的資源を利用するための、新たな生産的な機会を将来

に向けて提供するということである。 

Gulati 論文は、Burt(Burt,1992)にならい、ソーシャルネットワークからもたらされる企業の情報的優位

性は、三つに区別される手段によって新しい連携の創造を可能とするとする。三つの手段とは、アクセス

（access）、タイミング（timing）、参照（referrals）である。アクセスとは、現在のパートナーと潜在的

なパートナーについての彼らの能力(capabilities)と信頼性(trustworthiness)に関する情報への接近可能

性のことである。タイミングは、「必要な時に」潜在的パートナーについての情報をもつという利益を含ん

でいる。参照（referrals）は、ある企業の現在のパートナーが連携のために他の企業を自社に紹介する、

あるいは自社が三者間のパートナー関係に入ることに関係する。 

外生的要因としての連携の内容は、連携の事例において、より多くのソーシャルキャピタルをもつ企業は、

より多くの連携についての情報にアクセスするのみならず、それらの企業は、彼らと連携をしたいと思うよ

うなよりよいパートナーを引き付けることができるということ、ソーシャルネットワークによる情報の利益

は、連携自体の発展と最終的な成功に対して効果を持つということ、埋め込まれた結びつきは、パートナー

間により大きな頻度での情報交換を促進し、大きな頻度での情報交換は、その連携の成功のみならず、その

結びつきに参入する企業のパフォーマンスにも影響を与えるということである。 

 

 

４．戦略的連携の研究課題に対する各アプローチの貢献 

以下において、戦略的連携の五つの研究領域として、連携の形成、連携のガバナンス、連携とネットワー

クの進化、連携のパフォーマンス、連携に参加する企業のパフォーマンスの優位性を取り上げ、それぞれの

研究領域についての先行研究の動向、ダイアド視点およびネットワーク視点から見た研究上の着眼視点につ

いて論じる。この５つの領域は、Gulati 論文の整理を踏襲している。 

 

４－１．連携の形成 

 

４－１－１．連携の形成についての先行研究 

連携の形成については、「なぜ連携が行われるのか？」という疑問に答えるために研究がなされてきた。

Gulati の整理によれば、初期の理論研究としては、企業の市場支配力（マーケットパワー）の追求によっ

て連携の形勢の理由を説明する研究、ある種の連携のタイプを誘引するものとしての「取引コスト」概念を

取り込む研究がある。さらに連携形成の研究は、「知識の獲得」概念を取り込む研究へと発展している。 

実証研究としては、連携の戦略的要因を追及する研究が実施された。産業レベルにおける戦略的要因とし

ては、競争の程度、マーケットの発展段階、需要と競争の不確実性について、検証が試みられている

（Eisenhardt and Schoonhoven,1996）。市場支配力の追求の実証研究がなされる一方で、取引コストの実証

的調査や連携形成における知識ベースの実証的調査は扱いにくいので行われてこなかった。企業レベルの研

究では、どの産業のどのタイプの企業がどういう理由でどのタイプの連携に参入するかということを検証す
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る研究例がある（Porter and Fuller,1986）。この研究はさらに、コスト・ベネフィット分析へ洗練されて

いった。コスト－ベネフィット分析とは、連携から生じるコストとベネフィットは、第一義的に戦略的かつ

技術的であり、ベネフィットがコストを超えた時に連携が行なわれるという理論である。代表的論者として、

Harrigan(1985)や Lyles（1988）が挙げられる。 

 

また、連携に参入しようとする企業の傾向について、戦略的脆弱さ（vulnerability）と戦略的地位

（incumbency）というような保有資源の条件性(resource contingencies)の役割を示すことが追求されてき

た。戦略的連携に参入する企業の連携参入要因として、規模、創業年度、競争上のポジション、製品の多様

性、そして財務資源などの企業の属性も観察されている。 

企業が誰を連携のパートナーにするかという連携参入の相手についての企業レベルの分析としては、ダイ

アドレベルの資源依存理論(resource dependence theory)があげられる。資源依存理論には、交換パースペ

クティブの考え方も入り込んでいる。交換パースペクティブでは、組織は、それをとりまく環境において組

織が他の組織との重要かつ戦略的な相互依存を認識した時に、パートナー関係に入るとされる。これらの議

論はダイアド視点に立ち、企業は、戦略的な相互依存を運営管理することを助けるパートナーとの結びつき

を追求するということを示唆する。また、連携の形成における戦略的相互依存パースペクティブの重要性も

指摘されている。連携の形成における戦略的相互依存パースペクティブは、企業は最も大きく相互依存性を

シェアする相手と提携するとする。 

しかし、Gulati 論文によれば、戦略的相互依存による連携形成の説明には問題点がある。相互依存は、数

企業間の結びつきの形成の必要条件を説明することができるが、連携の形成の十分条件にはなっていない。

なぜなら、相互依存のみに焦点を当てて連携形成を考察することは、企業が新しい連携形成についてどのよ

うにして学ぶかという学習、そのようなパートナーシップに伴う危険をどのようにして克服するかという視

点を無視する。パートナーについての不確実性に直面した場合、主体者たちは、より社会的な方向性を採用

し、探索コストを低め、機会主義のリスクを緩和する情報を発見するために現存するネットワークに頼るの

である。つまり、人は、潜在的なパートナーと取引し、そのパートナーが信頼できることを分かっている「信

頼される情報提供者」あるいは、「潜在的なパートナーと情報提供者自身の過去の取引からの情報」（前者よ

りこちらはさらに役に立つ）に頼る（Granovetter,1985）。その際に、ソーシャルネットワークの重要性を

認識する必要がある。ソーシャルネットワークにおける企業の埋め込みは、企業が参入する連携を制限した

り、可能にしたりする。潜在的パートナーについての情報に企業がアクセスすることに影響することによっ

て、ソーシャルネットワークは、企業が生存可能な連携を受け入れる機会を変えることができる。同様にネ

ットワークは、焦点となっている企業を知っている潜在的パートナーの数を制約し、そして連携の一連の選

択を制約する。このことは、企業によるソーシャルネットワーク（それはそれ以前の連携の蓄積からなる）

の、それ以後の連携への影響によって鮮明に例示されるのである。 

 

４－１－２．連携の形成についての研究上の視点-ダイアド視点 VS ネットワーク視点- 

Gulati 論文によれば、連携の形成に関わる第一のリサーチクエスチョンとして、①「どの企業が連携に参

入するのか？」がある。Gulati 論文の整理によれば、すでに連携の形成についての先行研究の動向の中で

見てきたように、ダイアド視点の研究着眼点として、企業に連携の参入を促す財務的、技術的圧力がその着

眼点となる。より具体的な研究としては、コスト・ベネフィット分析と戦略的脆弱さと戦略的地位のような

資源の条件性の役割を示すことを追求してきた研究をあげることができる。ネットワーク視点の研究着眼と
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しては、連携の見通しを発見し、特定のパートナーを選択するための企業にとっての機会を制約するまた創

造する社会ネットワークの要因の研究（例えば Kogut 等 1992; Gulati and Westphal,1997）がある。リサ

ーチクエスチョン②は、「企業は誰をパートナーとして選ぶか？」という疑問である。ダイアド視点の研究

としては、企業に特定のパートナーを選択することを促す相補性の研究（例えば Pfeffer and Nowak, 1976; 

Mariti and Smiley,1983）をあげることができる。これらは、戦略的依存性を扱っている。前述したように、

連携形成における戦略的相互依存パースペクティブは、企業は最も大きく相互依存性をシェアする相手と提

携するということを示唆する。 

リサーチクエスチョン②に対するネットワーク視点からの研究上の着眼点として、Gulati 論文は、「連携

の蓄積と組織の地位（status）」を指摘する。連携の蓄積は、企業間における間接的な結びつき（それは、

知り合いの知り合いとの間接的な結びつきともっと遠い結びつきの両方を意味する）から得られる情報的利

益の証拠を提供する。以前に関係しなかった企業は、もし企業が共通のパートナーを持っていたり、その連

携のなかでお互いにそんなに距離が離れていない場合は、連携に参入しやすくなる。組織の地位に着目する

ことは、組織のポジションが表す意味内容が、ある組織がアプリオリな情報を持つ事ができる潜在的なパー

トナーの範囲を、また直接的、間接的に結びついている組織の範囲を越えて拡大させることができるという

ことである。ネットワークにおけるある組織の地位は、そのシステム内におけるその組織の評判や可視性に

影響を与える。もし企業が誰をパートナーにするかによる地位が、企業自身の魅力を拡大するとするならば、

組織は、高い地位（high-status）のパートナーと連携しようとする傾向をもつ。 

 

４－２．連携のガバナンス構造 

連携のガバナンス構造とは、連携を形成するパートナーの国籍、連携に参入しようとするパートナーの動

機と目標、パートナーシップを組織するために用いられてきた公式の契約上の構造のことであり、これらの

すべてが現在、非常に多様化している。 

 

４－２－１．連携のガバナンス構造についての先行研究 

従来の研究は、連携構造が具体化する階層的要素の程度と連携構造が組織に関連するコントロールと調整

の特徴を映し出す程度に着目して、組織構造の相違を見分けてきた。 

Gulati 論文の整理によれば、組織内の構造の多様性については長い間研究がなされ、その構造は不確実性

をマネジメントする一つのメカニズムと見なされてきた。連携における契約の選択と連携が具体化する階層

的コントロールの程度に焦点を当てた従来の研究は、取引コストアプローチを研究している経済学者達から

根本的な影響を受けてきた。取引コストアプローチの経済学者たちは、連携が形成されるときの契約上の危

険と行動の不確実性から来る「連携における配分の関心」に焦点を当ててきた。 

取引コストの研究では、階層的なコントロールは連携が形成される時に予期される関心に対する効率的な

反応であるとされる。配分上の関心に対する反応としての階層的コントロールのためのロジックは、命令に

よってコントロールが行使され、監視を可能にし、インセンティブを調整するコントロール能力に基づいて

いるというものである。配分の関心が大きければ大きいほど、その連携を組織化するためのガバナンス構造

は、ますます階層的になる傾向がある。 

従来の研究の重要な欠点は、各々の取引きを別々の独立した出来事として暗黙的に処理してきたというこ

とである。連携を歴史と無関係な文脈において発生するという取り扱いをすることによって、この事は研究

自体を還元主義的傾向があるものにしてきた。 
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連携のガバナンスにおける実証的研究は、不幸なことに取引コストアプローチの経済学の伝統を継承し、

各々の連携を独立したのもとして取り扱い、各々の連携が形成される時に連携に含まれる活動を、各々の連

携に関連する取引コストを反映しているものとして考える。つまり、そのアプローチは、動的な経済的関係

ではなく、各取引を分析単位とする。そして、それ故に反復された連携から生じる社会的構造の可能性とパ

ートナー間の累積的な相互活動から生じる創発的なプロセスを無視することになったと Gulati 論文は指摘

する。連携のガバナンス構造を分析するには還元主義的な分析ではなく、「構造的埋め込み」のインプリケ

ーションを考慮することが有益であるといえる。この構造的埋め込みは、既述したように個々の取引と経済

的関係の背景となっている「全体ネットワーク」の重要性を示すものである。 

ソーシャルネットワークに企業が埋め込まれていることで、企業間における信頼が高まる。企業間におけ

る信頼は、あるパートナーが他者の脆弱さを利用しない（弱みにつけこまない）であろうという確信に関係

する（Barney and Hansen, 1994）。「以前から関係がある」というソーシャルネットワークは、二つの可能

な手段を通じて信頼を促進することができる。一つは、「知識に基づく信頼(knowledge-based trust)」であ

り、もう一つは「抑止にもとづく信頼(deterrence-based trust)」である 3)。 

ソーシャルネットワークを効果的な参照のネットワークとして使うことによって、ある取引時点から見た

場合の「以前の社会的構造」が企業にお互いの存在を知らしめることになる。相互作用が進行し、企業は互

いについて学ぶだけでなく、公正の規範（norms of equity）についての信頼を発達させる。これが、「知識

に基づく信頼(knowledge-based trust)」である( Shapiro, Sheppard, and Cheraskin, 1992)。そのような

信頼には、強い認識的かつ情緒的基盤が存在し、その基盤は、連携する個々の組織のメンバーにとって理解

できるものである。個人的な関係が今度は協調のために期待にあうようにするというプレッシャーを働かせ

る。ソーシャルネットワークは、「強化されうる（enforceable）信頼」あるいは「抑止に基づく信頼

(deterrence-based trust)」にとって重要な基礎として作用する。あるパートナーとの結びつきあるいは責

任をともにするパートナーとの結びつきから生じる予想される効用は、良い行動を動機づける。「抑止に基

づく信頼(deterrence-based)」によりパートナーの各々が、「相手が機会主義的行動をとることによって相

手自身が失うものが多い」と思っていることが、パートナーそれぞれの他のパートナーへの信頼を高めるこ

とになる。 

 

４－２－２．連携のガバナンス構造についての研究視点-ダイアド視点 VS ネットワーク視点- 

Gulati 論文は、連携のガバナンスにおける第一のリサーチクエスチョンは①「どの事前の要因がガバナ

ンス構造の選択に影響するか？」という疑問だとする。連携のガバナンス構造についてのダイアド視点の研

究は、取引コスト、相互依存性、パワーの非対称性に関する研究である。連携のガバナンス構造についての

ネットワーク視点の研究は、信頼の概念に関する研究である。詳細な契約は、行動を予測するための一つの

メカニズムであり、別のメカニズムが信頼である。信頼があれば、利益配分ついての心配は緩和され、組織

は予測可能性を確保するための詳細な契約に頼る選択をしなくなる。 

企業が自分達の連携のために契約的形態を選択することは、連携に含まれる活動内容と連携が最初に予測

する関連する利益配分の関心を基盤とするのみならず、以前の連携によって、パートナーが埋め込まれてい

るソーシャルネットワークの存在に基づいている（Gulati,1995b）。その様な連携形成のイメージのもとで

は、用心深い契約は、パートナーが以前の連携のソーシャルネットワークに埋め込まれていればいるほど、

ゆるやかな連携行動にとってかわられることになる。以前の連携によって組織間がお互いを熟知しているこ
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とは、新しい連携を組織する際に企業が積極的により組織化されていない統治構造を利用することを可能に

する信頼をまさに生み出す。 

ネットワーク視点としては、取引コストアプローチに対する批判として Zajac と Olsen（1993）が指摘し

た二つの追加的欠点をあげることができると Gulati 論文は指摘する。まず第一に、連携は本来、ダイアドの

交換であるにもかかわらず、取引コストの考え方は、一般的に単一集団のコストの最小化に焦点を当ててい

るという問題点である。このように考えることから誰のコストを最小化するのかという疑問が生じる。関連

して、連携はコストの最小化についてのみならず、連鎖した価値の最大化についても取り扱っており、この

問題は従来無視されてきた。第二に、取引コストの経済学の構造的側面を強調することは、連携が進行する

という性質から生じる重要なプロセス上の問題を無視する。連携は通常１回限りの取引きではなく、むしろ

継続する交換と調整を必要なときに使う取引であり、以上の結果としてプロセスの問題が重要となる。 

さらに、調整コストの問題を取りあげることができる。取引コストアプローチに関するもう一つの関心は、

取引コストアプローチが契約のリスクと行動の不確実性の存在から生じる利益配分の関心にすべて焦点を

あわせているという事実から生じるということは既述した通りである。配分は明らかに重要な関心であるが、

参入しようとする企業にとっては調整の費用から生じる別の一連の関心が存在する。調整費用として予想さ

れるコストは、往々に組織の境界をまたがった課業（task）の相互依存性と、協同あるいは個々になしとげ

られようとする調整活動の複雑性から生じる。調整の配慮は連携において広範囲なものとなる。連携を形成

するために連携構造の選択を支えている熟慮は、従来示されてきたような配分の関心によって支配されてい

るのではなく、パートナーをまたがる課業の予想される不断の調整から生じる調整コストを管理することに

ともなう熟慮によって支配されている。それは以前からネットワークで関係のあった企業は、各々の企業が

従わなければならないルール、ルーティーン、手続に対して大きな注意を容易に払えるからである。そのよ

うな社会的構造は、もし必要であるならば公式的な階層的コントロールの必要を全くなしに企業を密接に同

時に働かしえるのである。それは、ソーシャルネットワークの影響といえるものである。 

 

４－３．連携とネットワークの進化 

連携のようなダイアドの交換関係は、連携が一旦始まると元の形態と権限を超えて顕著に変形される可能

性がある。連携がたどる様々な進化過程は、連携のパフォーマンスにとって重要な結果をもたらす。それ故

に、連携の進化を理解することは、連携の紐帯がよりよく運営されるためにどうすればいいかという重要な

洞察を提供する。 

 

４－３－１．連携とネットワークの進化についての先行研究 

Gulati 論文は、連携とネットワークの進化についての先行研究では、個別の連携の詳細な臨床的研究の成

果を使って、連携の進展する公式そして非公式なプロセスと重要な段階のいくつかの段階を明らかにするこ

とが追求されてきたと指摘する。この発展と連携が進行する段階に影響を及ぼす幾つかの要因を解明するこ

とに、かなりの研究努力が向けられてきたのである。 

Gulati 等（1994）は、各々のパートナーが連携の報酬 pay-offs を理解していることが、共同する動機を

解明する上で重要であり、そして連携参加者の各々が単独に連携の結果に影響を与えることができる方法を

理解するために重要であるという考え方を導入している。関連する研究として Khanna 等（1998）は、企業

の「相対範囲（relative scope）」という概念を導入した。「相対範囲」は連携の初期条件を表現したもので

あり、それは連携の競争的そして協調的なダイナミクスに影響を与える、各々の企業にとってその企業が活
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動している全製品のマーケットに対する連携する領域の範囲の割合である。この指標は、検証可能な命題の

定立に使用されている。この命題は特定の連携の外にある各々の企業の利益を得る機会は、決定的に連携内

のその企業の行動に影響を及ぼすことを示している。この研究は、連携の発展へとつながる初期状況の役割

の研究である。 

さらに、「初期段階に企業が持つ印象に関する状況」と「連携内における究極的な行動とパフォーマンス

についての適応的プロセス」の連結されたインパクトに目を向け始めた研究がある（Hamel 等 1989; 

Doz,1996）。この研究は、パートナーの目的、学習の熟達、環境の性質、組織間の文脈というような初期の

条件が、連携の発展に与える影響の存在をまさに明らかにする。この研究は、パートナー間の初期段階の非

対称性(asymmetries)と連携の最終的な成功とを結びつけた研究である。一方、いくつかの連携の進化は、

実際に環境内の不連続な変化によって引き起こされる離散的段階が存在する不連続な均衡モデルに類似し

ていることを指摘する研究もある。 

パートナー間のダイナミクスに注目した研究において、重要なパートナー相互間のダイナミクスの類似し

た行動のプロセスは、ダイアドをまたがることが可能で、ネットワーク内部においても同じようにおこって

いるが、この問題は探求されずに残されている。Gulati は、ソーシャルネットワークによる企業間の個別

の接触は、企業の内部で起こる決定プロセスに影響を与えることができることを指摘している。また、境界

をまたがる個人（Boundary-spanning individuals）は彼ら自身の組織内のみならず、パートナー組織に対

して、重要な影響を与える。企業は、あるパートナーを他のパートナーと張り合わせるためにソーシャルネ

ットワークの中の有利なポジションを利用することにより、制御利益(control benefits)を先取り的につく

り出すためにネットワークでの接触を利用することができる。但し、Gulati 論文は、潜在的な制御利益

(control benefits)と関係しているそのようなダイナミックなプロセスは、まだ分析されていないとしてい

る。 

時系列の行動のダイナミクスにおける研究において、お互いに稠密な紐帯を持った企業のクラスタ－は、

そのクラスターの各々のメンバーの複数の競争戦略を結合させて集合的な戦略を追求するということを示

唆している。このことは、企業ネットワークが企業ネットワーク同士で互いに競争するという競争の新しい

形態になるということである。Gulati 論文は、Nohria and Garcia-Pont(1991)を、国際的な自動車産業にお

いて明確な「戦略群（strategic blocks）」が形成された際の水平的な連携の重要さを論証したものとして

あげている。この論文では、「戦略群」の議論は、様々な補完的差異によって企業を結び合わせたり、補足

的類似性によって企業を連合させたりして、その産業内における競争の基礎になりえるという議論が展開さ

れている。同様に、特に自動車産業のサプライチェーンに焦点を当て、垂直的なネットワークと個別の紐帯

の中において垂直的なネットワークと個別の紐帯が過去にわたって何故形成されてきたのかが検討されて

いる。 

組織間関係の連携ネットワークの成長と発展についての研究においては、ダイナミックな組織間ネットワ

ークの形成は、競争の性質や重要な産業の色々な出来事というような外生的な要素によって、重要な仕方で

影響を受けていることが明らかになっている。組織間連携のネットワークの生成は、組織に協同することを

促す外生的資源への依存性と、「内生的埋め込み（endogenous embeddedness）」（出現するネットワークは、

この埋め込みのなかで徐々にパートナーの選択を方向づける）のダイナミクスに関わる動的なプロセスによ

って駆動されると Gulati は主張する（Gulati and Gargiulo,1997）。新しい連携は、連携の紐帯の進化的産

物である。その結果として、新しい紐帯は新しい紐帯が埋め込まれている先行する紐帯のソーシャルネット

ワークによって影響を受ける。それどころか、時系列に観察すると、新しい紐帯の形成は、その創造に影響
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を与えているまさにその同じネットワークを変化させている。これが、埋め込まれた組織行動とネットワー

ク構造の間の内生的なネットワークダイナミクスを作り出している。 

このネットワークダイナミクスは、その埋め込まれた組織行動を特定の方向に導くと同時に、その行動に

よって変形される。新しい紐帯は、ソーシャルネットワークを成長させるので、組織間の差異に貢献する。

それは、特定の直接、間接の関係によってであり、また組織が出現するネットワーク内において占める構造

的ポジションによってでもある。この「構造的差異（structural differentiation）」は、組織が特別な関

係的、構造的プロフィールによってパートナーを区別することを可能にする。連携の進化に伴い有効な情報

が増えるに従い、パートナーシップを構築しようとする組織は外生的な要因にほとんど依存せず、組織が埋

め込まれているネットワークによってより影響を受ける。ネットワークの企業への影響は、それらのネット

ワークを通じて流れこむ情報の内容が変化するならば、時間の経過とともに変化する。結局、ネットワーク

は、情報が流れる経路形成（channeling）に影響力を持つということになる。情報が流れる経路形成の影響

力を研究することによって、経営管理に関するイノベーションの採用に対するソーシャルネットワークの影

響は、イノベーションとしての制度化の段階に条件づけられていることがわかる。 

 

４－３－２．連携とネットワークの進化についての研究視点-ダイアド視点 VS ネットワーク視点- 

Gulati 論文によれば、連携とネットワークの進化についての第一のリサーチクエスチョンは、①「どの事

前の要因と進化的プロセスが個々の連携とネットワークの発展に影響を及ぼすのか？」である。ダイアド視

点の研究としては、個別の連携の詳細な臨床的研究を使って、連携において進展する公式そして非公式なプ

ロセスと鍵となる段階のいくつかを明らかにする研究があげられる。連携の発展へとつながる初期状況の役

割の研究として、Gulati 等（1994）は、各々のパートナーが連携の報酬 pay-offs を理解していることが、

共同する動機を解明する上で重要であり、そして連携参加者の各々が単独に連携の結果に影響を与えること

ができる方法を理解するために重要であるという考えを導入している。関連する研究として、Khanna 等

（1998）の「相対範囲（relative scope）」という概念を導入した研究がある。 

パートナー間の初期段階の非対称性(asymmetries)と連携の最終的な成功とをリンクさせた研究として、

「初期段階に企業が持つ印象に関する状況」と「連携内における究極的な行動とパフォーマンスについての

適応的プロセス」の連結されたインパクトに目を向けた研究がある（Hamel 等 1989; Doz,1996）。 

ネットーク視点の研究としては、連携内の企業グループ間の組織的境界をまたがっておこる社会的、行動

的、競争的なダイナミクスの研究があげられる。この研究は、企業ネットワークが企業ネットワーク同士で

互いに競争するという競争の新しい形態になるとの指摘であり、この指摘から「戦略群」の概念が提唱され

た。同様に、特に自動車産業のサプライチェーンに焦点を当て、垂直的なネットワークと個別の紐帯の中に

おいて垂直的なネットワークと個別の紐帯が過去にわたって何故形成されてきたかも検討されてきた。ネッ

トワーク視点にたつ、パートナー間のダイナミクスの研究としては、ソーシャルネットワークによる企業間

の個別の接触は、企業の内部で起こる決定プロセスに影響を与えることができるとするソーシャルネットワ

ークの機能を明らかにした研究がある。また、同様の観点から境界をまたがる個人は彼ら自身の組織内のみ

ならず、パートナー組織に対して、重要な影響を与えることができるとする境界をまたがる個人の役割を重

視することも必要であるという指摘がある。 

さらに、ソーシャルネットワークの出現と発展を論じるネットワーク視点の研究をあげなければならない

（例えば Gulati and Gargiulo,1997）。ネットワークダイナミクスと情報経路の研究では、ネットワークの

企業への影響は、それらのネットワークを通じて流れこむ情報の内容が変化するならば、時間の経過ととも
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に変化するということがあきらかになった。結局、ネットワークは、情報が流れる経路形成に影響力を持つ

ことが指摘されている。 

 

４－４．連携のパフォーマンス 

Gulati 論文は、連携のパフォーマンスの研究はあまり進んでこなかったと述べる。その理由は、研究上の

煩わしい障害のためであり、その障害は連携の効果の測定と研究に必要とする豊かなデータを集める作業上

の困難のためであった。しかし、連携のパフォーマンスの測定が不可能であれば、連携形成への主体者の動

機は不十分となる。実務家にとっては切実な問題であり、実務家は、連携が成功するための公式のパフォー

マンスを確認することを追及した。追求した項目としては、連携のマネジメントの柔軟性、パートナーの信

頼の構築、パートナーの正規の情報交換、コンフリクトに対する建設的なマネジメント、企業と連携相手と

の境界にいる人が企業間のインターフェイスに対して継続的に責任をもつこと、パートナーの期待に対する

マネジメント等の項目である。 

 

４－４－１．連携のパフォーマンスについての先行研究 

連携のパフォーマンスについての実証研究の主要なアプローチは、一つの連携の結末を検証することであ

る。連携の終了に伴う重要な産業あるいは連携を形成している当事者両社の要因が研究されている。具体的

な要因は、集中率や成長率、先進国あるいは発展途上国という意味でのパートナーの起源国の違い、同時的

な紐帯の存在、パートナーの非対称性、連携の時代性や存続期間、パートナー間の競争上のオーバーラップ、

自律性や柔軟性というようなベンチャー自体の特性を含んだ要因である。 

しかし、Gulati 論文によれば、連携のパフォーマンスを理解するために連携の結末を考慮することには二

つの制約要因がある。一つは連携の結末の区分であり、もう一つはパフォーマンスを成功か失敗かという二

者択一と見なすことである。連携の結末の区分についてこの問題を少し詳しく見てみると、第一に、連携の

終了に着眼することによって失敗を研究することは、自然死とタイムリーでない死を区別することができな

いという問題があるということである。多くの成功した連携が終了するのは、それらの成功した連携がまさ

にその発端からパートナーの企業によってそうなるように予定されていたからであるという事実がある。ま

た、他の例においては、ある連携が単に過渡的な取組みであるという場合もある。過渡的な取組みにおいて

は、親会社の目的が達成された時、あるいは親会社がその事業を買収したり、逆に撤退することを選択でき

るような価値ある新情報を獲得し得た時に、連携の終了を計画することがある。第二に、連携の終了と連携

の失敗の研究は、暗に二者択一の状況として連携のパフォーマンスを考慮していることがあげられる。この

ことは明らかに事実と反しており、より正確な評価をするためには、連携のパフォーマンスの結果について

連続的な変化を考察するべきである。 

連携のパフォーマンスの研究に伴う問題の一つは、パフォーマンスそれ自体の測定の問題である。連携の

パフォーマンスを測定する際に、多くの連携の多面的な目的を所与とした時、パフォーマンスを財務的結果

として測定するのは困難である。さらに言えば、そのような測定は単純には存在しない。更に、連携のパフ

ォーマンスの測定を複雑にしている要因は、連携のダイアド的な性質から生じる。時としてパフォーマンス

は不均衡となる。つまり、企業は目的を達成するが、別の企業はそうすることに失敗する。例えば、幾つか

の事例では、連携の下であるパートナーは他のパートナーのスキルを学習しようと競争するが、他のパート

ナーはそのような意図を待たないということを報告している。(Khanna 等 1998)。 
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研究者は、失敗した連携の結末を平均水準にあうように加減する初期の努力を越えて連携の成功に伴う要

因の幾つかを明らかにしようと試みている。これらのことは、詳細な研究と連携の注意深いフィールドワー

クを要求する。詳細な研究と注意深いフィールドワークは、連携の多面的な側面を明らかにするとともにそ

の連携内の全パートナーの考え方を熟考する必要性を明らかにする。例えば、Harrigan(1985,1986)は、文

献と調査データを使い、連携のパフォーマンスに影響をあたえている要因を評価した。その際に、パフォー

マンスは連携の生存率と連携参加者たちの成功度の評価によって測定された。 

以上のような連携のパフォーマンスについての研究にも問題点がある。連携のパフォーマンスを評価する

進展がある一方で、これらの研究努力のほとんどは、その連携のパフォーマンスに関係する企業が位置付け

られているソーシャルネットワークのインパクトを考慮しないできた。企業間に埋め込まれた紐帯と、近接

性が低い紐帯の間の違いを明らかにする努力をしていながら、一方では、前者が後者より、より良く作用す

るかどうかについて、推測するだけで、直接には評価しないという問題がある。その推論は、企業の生き残

りのための特性について集計された評価や企業が参加している「埋め込まれた紐帯」の程度と、その評価が

どう関連するかに基礎をおいたものであり、個々の連携の相対的成功に関する直接的な評価に基礎をおいた

ものではない。そのようなアプローチは、埋め込みを一般的には二者択一的な命題（埋め込みがあるかない

かという命題）として取り扱っており、構造的埋め込みの重要性にほとんど注意を払わないで、近接な紐帯

から生じる関係的埋め込みに主に焦点を当てている。 

連携が埋め込まれている程度は、幾つかの理由によりその連携のパフォーマンスに影響する。ある連携内

で近接な関係にあることによって、パートナーとなる企業は、互いにより大きな確信を持ち、信頼しあうこ

とになる。これは、企業がより大きな情報を持つことになるからであり、そのネットワークが名声にダメー

ジを与えるような悪い行動に対する自然な抑止を生み出すからである。信頼は、より大きな情報の交換を可

能にするのみならず、相互作用を容易にすることと各々のパートナーの役割に柔軟な方向付けをすることを

促進する。これらのすべてが連携の成功可能性を高める状況を作り出す。それ故、構造的埋め込みの視点が

連携のパフォーマンスを測定する際に重要となる。 

連携の結末に関する要因の初期における研究の一つは、以前に紐帯の歴史を持っている企業間の連携は消

失しにくいということを明らかにしている（Kogut,1989）。また、Levinthal and Fichman(1988)と Seabright, 

Levinthal と Fichman(1992)において交換関係の存続期間は、事業の状況下において生まれる資源の相互依

存の程度を変えるような変化によって影響を受けるのみならず、そのような紐帯の持続に結びつく企業間の

「二者的結びつき（dyadic attachments）」があるということを明らかにした。そのような結びつきは、企

業が埋め込まれている社会構造によって状況づけられている。この社会構造には、パートナー関係となって

いる組織において境界を結び続ける役割をする人の連続性から生じる個々のつながりと組織間の相互作用

の歴史から生じる構造的結びつきが含まれる。 

連携の交換関係におけるパフォーマンスに与える影響の研究として、自動車産業におけるサプライヤー関

係の研究において Gulati and Lawrence(1997)は、交換関係のいろいろなタイプにわたってパフォーマンス

の差異を検討した。その研究では、平均的には、より埋め込みが強い紐帯のリレーションシップは、数社に

選択的に発注するよりも、より良く機能し、特に高い不確実性の状況において特別に効果的であったことが

確認された。 

現在、多くの企業では、特定の単一企業と連携をしているわけではなく、多数の企業と連携関係を持って

いる。企業は、当然多数の企業との連携関係を管理運営することが求められる。つまり、連携のポートフォ

リオマネジメントの必要性が生じる。連携のポートフォリオを運営管理することから新たな問題が生じる。
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このことは、企業の協働のケイパビリティについて多数の疑問へとつながる。企業がより多くの連携の経験

を持つから、企業が構築する協働のケイパビリティにおけるシステマティックな差異が存在するということ

と、この学習の程度が連携をしている企業の相対的成功に影響を与えていることが指摘されている

（Lyles,1988）。このことは、そのようなケイパビリティとは何なのか、企業がそのようなケイパビリティ

を自己のものとするために使うシステマティックな戦術とは何が考えられうるであろうかという疑問を生

み出す。少なくともこれらのケイパビリティのうちの幾つかは以下のものを含んでいる。つまり、価値のあ

る連携の機会とよいパートナーを確認すること、分配のガバナンスメカニズムを使うこと、企業間の知識共

有のためのルーティーンを発達させること、必要な関係特殊的投資を行うこと、パートナーの期待をマネジ

メントしながらパートナーシップが進化するようにパートナーシップに必要な変化を引き起こすこと等で

ある（Doz,1996;Dyer and Singh,1997）。企業が多くの連携に参加しようとするという事実は、企業は同時

にこのポートフォリオを管理しなければならないし、異なる連携のパートナーからの相容れない要求に向き

合わなければならないということをも示唆している。 

 

４－４－２．連携のパフォーマンスについての研究視点-ダイアド視点 VS ネットワーク視点- 

Gulati 論文によれば、連携のパフォーマンスの第一のリサーチクエスチョンは、①「連携のパフォーマン

スはどのように測定されるべきか？」である。連携のパフォーマンスにおける研究視点のダイアド視点とし

ては、連携失敗としての「連携終了」の検討があげられる。連携のパフォーマンスを連携の結末として捉え

る研究は、連携の終了に伴う重要な産業あるいは当事者両社の要因の追及があげられる。連携のパフォーマ

ンスにおける研究視点のネットワーク視点としては、連携の成功を高める企業のケイパビリティ追及の研究

がある。この研究は、連携のポートフォリオマネジメントを含む。具体的研究としては、企業がより多くの

連携の経験を持つから企業が構築する協働のケイパビリティにおけるシステマティックな差異が存在する

ということと、この学習の程度が連携をしている企業の相対的成功に影響を与えることを指摘した研究があ

る（Lyles,1988）。このことは、ケイパビリティそのものを考察する研究であり、連携のパフォーマンスを

測定するネットワーク視点の研究視点である。 

Gulati 論文によれば、連携のパフォーマンスについての第二のリサーチクエスチョンは②「どのような要

因が連携のパフォーマンスに影響するか？」という疑問である。このリサーチクエスチョンについてのダイ

アド視点の研究としては、連携の結末に伴う重要な産業あるいは当事者両社の要因に着目した研究があげら

れる。この研究は、連携の成功に影響を与えるパートナーの特性と進化的ダイナミクスに着眼した研究であ

る。 

同様に、ネットワーク視点の研究としては、連携の終了に関連する要因の初期の一連の研究の一つである、

以前に紐帯の歴史を持っている企業間の連携は消失しにくいということを明らかにした研究がある。 

Levinthal and Fichman(1988)と Seabright, Levinthal と Fichman(1992)において交換関係の存続期間の

研究結果を前提にして、社会構造には、パートナー関係となっている組織において境界を結び続ける役割を

する人の連続性から生じる個々のつながりと組織間の相互作用の歴史から生じる構造的結びつきが含まれ

るとする研究がある。交換関係のパフォーマンスに関する研究としては、調査に基づいた証拠によって個人

間、組織間レベルの信頼は、交換関係のパフォーマンスに影響を与えることができるということがさらに確

認できるとする研究（ Zaheer, Mcevily, and Perrone,1997）、自動車産業におけるサプライヤー関係の研

究において Gulati and Lawrence は交換関係のいろいろなタイプにわたってパフォーマンスの差異を検討し

（Gulati and Lawrence, 1997）、平均的にはより埋め込みが強い紐帯のリレーションシップは、数社に選択
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的に発注する(alternative sourcing arrangements)よりも、より良く機能し、特に高い不確実性の状況に

おいて特別に効果的であったことを明らかにした研究をあげることができる。 

 

４－５．連携がもたらす企業のパフォーマンス 

Gulati 論文によれば、連携がもたらす企業のパフォーマンス問題は、連携自体のパフォーマンスの結果を

みるという問題だけでなく、企業が戦略的連携に参入することによって連携から利益を得るかどうかという

問題もある。この問題は連携に参入する企業にとっての連携のパフォーマンスの結果に焦点を当てるという

ことである。この場合、企業のパフォーマンスには、連携以外の多くの要因が影響を与えるので測定には困

難がつきまとうことになる。 

 

４－５－１．連携がもたらす企業のパフォーマンスについての先行研究 

個々に連携している企業におけるパフォーマンスの影響を評価するために、研究者の中には連携のアナウ

ンスメントの株式市場への効果についてのイベントスタディ分析を行っている者がいる。Gulati 論文は、

例として、Koh and Venkatraman(1991）をあげる。企業が様々に異なった連携から受ける異なったベネフィ

ットを検討することにより、そして連携が形成されてきた条件によって連携がどのような影響を受けるのか

ということを検討することによって連携とパフォーマンスの関係はさらに洗練される（例えばBalakrishnan 

and Koza,1993;Anand and Khanna,1997）。連携のアナウンスメントをすることによる株式市場への効果につ

いてのイベントスタディ分析では、株式市場の反応は、連携から起こりそうな将来の結果の前兆になるので、

その反応は連携に参入している企業にとって連携が便益をもたらすという結果について、他の要因を混合し

た証拠を提供することになる。 

別のアプローチとしては、企業のパフォーマンスに影響を与える他の可能な要因を制御した後で、企業の

連携の活動範囲によって企業のパフォーマンスを説明しようとする試みがある。Berg, Duncan, and 

Frieman(1982)が化学産業におけるジョイントベンチャーの事例と企業の収益率との負の関係を発見したが、

この二つの原因に関する関係－ジョイントベンチャーが乏しいパフォーマンスを導いたのかその逆か－は、

最終的には確定することができなかった。また、連携によって説明されるパフォーマンスの領域を狭くし、

技術的連携からもたらされる企業の特許活動での結果とそのパフォーマンスの結果に焦点を当てた研究が

ある（Mowery, Oxley, and Silverman, 1996）。この研究は、過去の連携の頻度のみならず、企業間ネット

ワークにおける企業のポジションを企業のパフォーマンスと結びつけることによって拡張されている

（Zaheer and Zaheer，1997;Ahuja,1996）。 

他の方法としては、企業が連携に埋め込まれている程度と企業の生存の可能性との関係を検討する研究が

ある。ここでは、企業の生存はパフォーマンスの代用とみなされている（例えば Baum and Oliver,1991, Uzzi 

1996）。これらの研究の結果は、サプライヤーや重要な機関との連携による紐帯は一般的に生存の機会を高

めるのに有益であるということを示唆している。このことは、常に真実というわけではなく、この関係を変

化させる可能性があるたくさんの条件付けが提唱されてきた(Singh and Mitchell,1996)。 

国が起源である他のベネフィットとともに、日本の企業が特に垂直的連携から享受している様々なパフォ

ーマンスのベネフィットを詳細に記録している幾つかの研究がある（;Cusumano and Takeishi 

1991;Dyer,1996）。これらの研究は、個々の連携の相対的パフォーマンスを直接に検討するのみならず、連

携に参入する企業のパフォーマンスへの個々の連携の影響を確認しようと試みている。これらの研究は、豊

富な情報の交換と長期のコミットメントによって特徴づけられる親密な垂直的紐帯がパートナー間のより
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大きな協力・協同活動と、資産特殊的な投資を導くことを明らかにしてきた。これらのすべては、紐帯を形

成する企業にとって具体的なパフォーマンス上のベネフィットに言い換えることができる(Helper，

1991;Heide and Miner,1992)。 

企業が参入した最も近い紐帯のみに焦点を当てるよりも、その企業が主に属しているネットワークを識別、

分離したり、ある連携のメンバーシップが他の連携のメンバーシップよりベネフィットをもたらすかを検討

することも可能である。このことは、分析の焦点を、単なる過去の紐帯の数から特定のネットワークのメン

バーシップへとシフトさせる研究となる。Gomes-Casseres（1994）は、企業よりはネットワークが、企業が

他の企業と競争する際の、組織化水準(organizing level)を形成していることを幾つかの産業で考察した。

その結果として、企業のパフォーマンスはその企業が属しているネットワークによって影響を受けているこ

とを指摘した。このことは、特定の地理的な地域における競争企業の相対的な成功を考えることにも拡張さ

れてきた（Saxenian,1990;Gerlach,1992）。また、病院とヘルスケア－のネットワークの研究において、Gulati, 

Shortell, and Westphal(1997)はすべてのネットワークがそのネットワークのメンバーに同様な利益を提供

するのではなく、いくつかのネットワークが他のネットワークよりより良いということを示唆している。 

 

４－５－２．連携がもたらす企業のパフォーマンスについての研究視点-ダイアド視点 VS ネットワーク視点

- 

Gulati 論文によれば、連携がもたらす企業のパフォーマンスについての第一のリサーチクエスチョンは、

①「企業は連携から社会的、経済的ベネフィットを受け取っているか？」という疑問である。連携がもたら

す企業のパフォーマンスについてのダイアド視点の研究としては、連携のアナウンスに対する株式市場の反

応のイベントスタディがある。（例えば Koh and Venkatraman,1991）。次に、企業が連携に埋め込まれてい

る程度と企業の生存の可能性との関係の研究があげられる。ここでは、企業の生存はパフォーマンスの代用

とみなされている。連携がもたらす企業のパフォーマンスについてのネットワーク視点の研究としては、社

会ネットワーク内のメンバーシップとネットワークの中の相対的ポジションにおける企業のパフォーマン

スと生き残りへの影響の研究があげられる。これらの研究視点は、個々の連携の相対的パフォーマンスを直

接に検討するのみならず、連携に参入する企業のパフォーマンスへの個々の連携の影響を確認しようと試み

ているということである。Gulati, Shortell, and Westphal(1997)の研究は、すべてのネットワークがその

ネットワークのメンバーに同様な利益を提供するのではなく、いくつかのネットワークが他のネットワーク

よりより良いということを示唆している。 

 

 

５．おわりに：今後の研究課題 

経営組織論の研究では、従来、企業間連携の分析に際して、ネットワーク視点の研究が十分に行われてこ

なかった。本稿では、Gulati 論文の内容を紹介する形で、埋め込み理論を企業間連携論に適用する際の、

関係的埋め込み（ダイアド視点）と構造的埋め込み（ネットワーク視点）の区分について述べた。そして、

従来の研究を基本的には Gulati 論文に従いながら、筆者なりの整理も加えて、ダイアド視点とネットワー

ク視点で分類し、その研究視点の相違について論じた。 

今後の研究課題としては、ソーシャルネットワークが連携構造に変化をもたらすメカニズムの解明、構造

的埋め込みが関係的埋め込みにどのような変化をもたらすのか、あるいは両者の相互作用の解明、構造的埋

め込みと関係的埋め込みの変化が個別企業および個別企業が参加している連携にどのような影響を与える
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かの解明、連携内で占める個別企業における相対的ポジションへの影響の実証研究、企業にとって機会と制

約の両方を提供するソーシャルネットワークと連携の形成に関わる情報流通経路の影響の解明などがあげ

られる。 

 

（謝辞）Gulati 論文の読み込みは、根来龍之教授（早稲田大学大学院商学研究科・商学部）とともに行っ

たものである。本稿の責任は森岡にあるが、根来教授の助力がなければ、難解な Gulati 論文の読み込みは

不可能だった。また、図表のいくつかは根来教授とのディスカッションを経て作成したものである。記して

感謝したい。 

 

（注） 

１）企業間連携のダイアド視点の連携分類について、根来・森岡(2001)は、水平連携、越境連携、垂直連携、

階層連携の四つの連携概念を提唱している。日本経営システム学会 Vol.18.No1(September2001)「四つの企

業間連携：メリットとリスクの検討」PP25-34 を参照。 

２）経営戦略論におけるネットワーク視点の重要性を論じたものに、森岡「経営戦略論におけるネットワー

ク理論の適用可能性について－R..Gulati,N..Nohria and A..Zaheer STRATEGIC NETWORKS 解題」新潟経営

大学紀要第 8 号 2002 年 3 月 PP151-163 がある。経営戦略論の系譜から関係的埋め込みの重要性と経営戦略

論上の位置付けを分析したものとしては、近能義範「戦略論」及び「企業間関係論」と「構造的埋め込み理

論」（１）赤門マネジメント・レビュー1巻 5 号 PP1-30、同（２）赤門マネジメント・レビュー1巻 6 号 PP1-23、

特定非営利活動法人グローバルビジネスリサーチセンター、2002 がある。 

３）「信頼」の概念についてはサプライヤーシステムにおける信頼概念として酒向真理(1998)は「能力に対

する信頼」、「約束厳守の信頼」、「善意に基づく信頼」の三つの信頼をあげている。真鍋誠司・延岡健太郎（2002）

は信頼を分類する際に相手の能力や意図だけを考慮するのは不十分であるとして、信頼の存在する背景や根

拠が重要であるとし、関係的信頼と公正意図への信頼と基本能力への信頼からなる合理的信頼の二つの信頼

概念を提唱している。 
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